
























一方、人材派遣を希望するは 12 施設、条件により希望するは 9 施
設。２．特殊手当 「分娩立ち会い手当あり」は 22 施設、手当なし
は 26 施設、その内、今年度、廃止した施設が 2 施設。３．診療環
境　時間外の診療体制は、病院内日当直が 30 施設、自宅待機は 16
施設。医師数の多い 2 施設では交代勤務制を導入。日当直回数は月
1 ～ 10 回、平均 6.5 回。ほとんどの施設では、当番医師の他に待機
医師がいるが、待機手当ありは７施設のみ。麻酔科常勤医師数は０
～ 22 人、平均 6.1 人、不在は５施設。時間外の帝王切開術執刀ま
での所要時間 60 分以上は 16 施設で、主な理由は関連スタッフが院
内にいないため。自科麻酔を良く行っているは 15 施設。４．人材
交流　賛成が 33 施設で、反対はなかった。賛成の場合、受け入れ















当院では、平成 24 年度の JRC 産婦人科連絡協議会から参加してい
る。本会における情報の共有が有用と考えている。当院の実績は、































人科コースの設立も相まって毎年 2 － 3 人が初期研修終了後に後期
研修医として産婦人科医として加わってきたため、年々増加し現在










が押し寄せ、平成 25 年 3 月に産婦人科医師 1 名の退職に伴いその
補充ができなくなった。そこで三重大学を通して名古屋第一赤十字






















【方法】2007 年 1 月～ 2011 年 12 月に当院での全分娩症例のうち、
A 病院より分娩目的で紹介され、社会的適応で陣痛誘発を行った
218 症例（A 群）、同期間に予定日超過として陣痛誘発を行った 495
例（予定日超過群）、この 2 群間について比較検討した。以下の項
目（分娩週数、患者年齢、出生児体重、アプガースコア（1 分値 /5
分値）、出血量、緊急帝王切開率）を医療記録から抜粋し、A 群と
予定日超過群との比較を行った。有意差解析には t 検定を用い、ｐ
＜ 0.05 を統計学的有意差とした。陣痛誘発は産婦人科診療ガイド
ラインに則り、患者の同意を得て施行した。
【成績】出血量は A 群が有意に少なかった。アプガースコアは両群
間で差を認めなかった。緊急帝切率は A 群が低率であったが、両
群間で有意差は認めなかった。
【結論】社会的適応による陣痛誘発群は、分娩週数が早く出生児体
重は小さい傾向にあるが、アプガースコアに差はなく、出血量は少
なく、帝切率の増加もなかった。NICU 入院率など他の項目の検討
は必要であるが、陣痛誘発は安全に行われたと考えられる。分娩施
設の少ない地域で安全に周産期管理を行うにあたり、センター施設
での 38 週前後での社会的分娩誘発は有効な方法の一つであると思
われる。
